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本日の報告の内容

⚫ 2022年度冬季の需給対策の一つとして、資源エネルギー庁の電力・ガス基本政策小委員会にて
実施が決定された追加電力量公募（以下「kWh公募」という。）の提供期間（１月４日～２
月28日）が終了した。

⚫ kWh公募の精算結果及び運用結果について、事後確認の結果を報告する。
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第53回電力・ガス基本政策小委員会（９月１５日）
・2022年度冬季ｋWｈ公募の実施を決定、募集量等について議論

（ｋWｈ公募スケジュール）

2022年１０月１９日 公募開始
2022年１１月 ４日 公募締切
2022年１１月 ８日 落札結果公表

●ｋWｈ公募の議論等の経緯
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2022年11月25日
第79回制度設計専門会合 資料４
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2022年11月25日
第79回制度設計専門会合 資料４



１．kWh公募運用結果の事後確認について
２．まとめ（事務局の評価及び今後の公募実施に向けて）
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⚫ 一般送配電事業者に対し、kWh公募の精算結果について聞き取りを行い、下記を確
認した。

✓ kWh公募の落札案件６件（いずれも電源）の契約量18.6億kWhは、全量市場供
出・約定され、ペナルティの対象となる事業者はいなかった。

✓ kWh公募の調達額約1,099億円（※）に対し、還元額は約359億円(約33％)であった。

✓ 託送費で回収されることとなるkWh公募費用は、約740億円となった（約39.9円/kWh）。

（※）消費税・事業税相当額加味

※ 還元額は、市場へ応札し得られた収益の80～99%を損益比率に応じて決定される。損益比率＝（市場供出等によって得られる収益 - 燃料等確保料金）/ 燃料等確保料金
（注）一般送配電事業者の提出資料により、電力・ガス取引監視等委員会事務局にて作成。 税込み（消費税，事業税相当額）。

２ー１．精算結果

kWh提供事業者が
市場供出で得た収益

一般送配電事業者へ
の還元額（※）

（参考）
一般送配電事業者の
追加kWh公募の調達

額

還元率
（参考）
契約電力量
（億kWh）

6件計 362億円 359億円 1,099億円
（平均単価53.23円/kWh）

33％ 18.6億kWh

ｋWｈ公募の精算結果



⚫ 一般送配電事業者に対し、kWh提供事業者の市場供出について事後確認を行った結
果は下記のとおりであった。

1. 市場供出のタイミング及び入札価格について

• 募集要綱では、社会的コスト最小化の観点から、市場価格がより高い時間帯に、かつ原則として20円/kWh
以上の単価にて、売り入札をすることとしていたところ。

• 必ずしも、市場価格がより高い時間帯に行われておらず、20円/kWh以上の単価で入札されていなかった。こ
の理由についてkWh提供事業者に理由を聴取したところ、次項の①の回答があった。

• また、事前に一般送配電事業者に提出があった供出計画と入札実績の相違があったが、発電機の不調、自
社需要の増加による供給余力の不足、市場供出したものの未約定となったことが起因していたことを確認した。

2. 各案件における還元率は次項の②の通りであった。
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２ー２． 運用結果

第５章 募集概要
２．（１）運用要件
ロ 市場への供出等の義務
（略）
売り入札を行なう場合は社会的コスト最小化の観点から、市場価格がより高い時間帯に、かつ原則として20円/kWh以上の単価にて、売り入札をしていただ

きます。ただし、提供期間内に契約電力量の全量が約定できないおそれがある場合は、合理的な範囲で売り入札単価を調整することができるものとします。
（略）

（参考）ｋWｈ公募・募集要綱抜粋（市場供出に関する部分）
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kWh提供事業者の市場供出

案件 市場供出の考え方

A
自社需要（小売事業者との相対含む）の余力を活用した。1月10日以降に20円/kWhでの入札では契約量の約定が
達成できない推移となったため、1月15日以降入札価格の引き下げを実施した。

B
kWh公募入札時の市場供出計画（自社供給力の余力を活用）を基本として実施した。供出期間当初は、20円/kWh
で入札し供出を開始したものの、未約定が続いたことを踏まえ、kWh公募分電力量の供出を優先に当時の市場価
格を考慮の上、段階的に15円/kWhまで値下げを実施した。

C
自社需要（小売事業者との相対含む）の余力及びｋW公募対象電源のｋW発動外の余力を活用した。1月4日より
スポット市場価格が20円/kWhより低い推移傾向にあったことから1月6日より入札価格の引き下げを実施した。提
供期間前半で未約定となった電力が計画値より多く、2月11日より入札量を増加した。

D
前日までの市場取引結果から、市場価格の高い時間帯（平日午後の時間帯）に発電して市場供出を行った。発電
所の連続運転を確実とするため、必ず約定できる価格で入札した。

E
前日までの市場取引結果から、市場価格の高い時間帯（平日午後の時間帯）に発電して市場供出を行った。発電
所の連続運転を確実とするため、必ず約定できる価格で入札した。

F
供出量および自社の供給力を踏まえ、日を通じて均等に供出するよう、また、供出期間の中で市場価格が高くな
ると想定される2月中旬頃までに供出が完了できるよう計画した。1月中旬までに複数日で市場価格（日平均）が
20円/kWh未満となり未約定が継続したため、市場価格の実績を踏まえながら入札価格の引き下げを実施した。

一般送配電事業者
への還元率

損益比率
（参考）約定平均

単価

（参考）期間中のシステムプ
ライス平均単価
（単純平均）

（参考）システムプライスが
20円/kWh以上であったコマ数

A 99％ ⁻67.99％ 16.75円/kWh

17.39円/kWh 891コマ/全2688コマ

B 99％ -65.3% 18.04円/kWh

C 99％ -70.1% 16.99円/kWh

D 99% -54.4% 23.32円/kWh

E 99% -64.5% 20.63円/kWh

F 99％ -52.02% 19.00円/kWh

（注１）JEPX取引データ及び一般送配電事業者への聞き取りにより、事務局にて作成。
（注２）還元率は、損益比率に応じて決定。損益比率は右の通り。（市場供出等によって得られる収益 -燃料等確保料金）/ 燃料等確保料金。

②還元率について

①市場供出のタイミングについて

（注）落札事業者への聞き取りにより、事務局にて作成。
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（参考）ｋW ｈ公募募集要綱抜粋（損益比率と還元率）
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（参考）案件Aの市場供出の動き①（全提供期間）
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（参考）案件Aの市場供出の動き②（20円/ kWhで供出していた期間）
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（参考）案件Aの市場供出の動き③ （昨年度と比して需要が増加した期間（※）とその前後）

（※）第59回電力・ガス基本政策小委員会（2023年3月）資料３ P４参照
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（参考）案件Bの市場供出の動き①（全提供期間）
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（参考）案件Bの市場供出の動き②（20円/ kWhで供出していた期間）
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（参考）案件Bの市場供出の動き③（昨年度と比して需要が増加した期間（※）とその前後）

（※）第59回電力・ガス基本政策小委員会（2023年3月）資料３ P４参照
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（参考）案件Cの市場供出の動き①（全提供期間）
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（参考）案件Cの市場供出の動き②（20円/ kWhで供出していた期間）
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（参考）案件Cの市場供出の動き③（昨年度と比して需要が増加した期間（※）とその前後）
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（参考）案件Cの市場供出の動き④（供出量が増加した期間とその前後）
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（参考）案件Dの市場供出の動き（全提供期間）



21

（参考）案件Dの市場供出の動き②（昨年度と比して需要が増加した期間（※）とその前後）

（※）第59回電力・ガス基本政策小委員会（2023年3月）資料３ P４参照
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（参考）案件Eの市場供出の動き①（全提供期間）
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（参考）案件Eの市場供出の動き②（昨年度と比して需要が増加した期間（※）とその前後）
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（参考）案件Fの市場供出の動き①（全提供期間）
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（参考）案件Fの市場供出の動き②（20円/ kWhで供出していた期間）
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（参考）案件Fの市場供出の動き③（昨年度と比して需要が増加した期間（※）とその前後）

（※）第59回電力・ガス基本政策小委員会（2023年3月）資料３ P４参照



27

2023年3月 第59回電力・ガス基本政策小委員会
資料３ P4



１．kWh公募運用結果の事後確認について
２．まとめ（事務局の評価及び今後の公募実施に向けて）
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２．まとめ①（事務局の評価）

⚫ 今回のkWh公募の精算結果は、調達額約1,099億円に対し、還元額が約359億円、託送費
で回収されるｋＷｈ費用は約740億円となった。

⚫ 託送費で回収される費用の単価は、過去2回のkWh公募の精算結果と比して、39.9円と２倍
以上であった（※）。（※）2022年度夏季 14円/ｋWｈ、2021年度冬季 15円/ｋWｈ

⚫ これは、以下の要因によるものと考えられる。

➢ kWh公募調達を決定した９月から落札者が決定された11月においては、ウクライナ情勢の見通しが不透明
であり、また、LNGの先物市場の一つであるJKM価格は63～26ドル/mmbtu（※）で推移していたこと。

➢ LNGの燃料単価の値動きの幅が大きい状態であり、それに基づき算定された燃料変動リスクがkWh公募の応
札価格に織り込まれていたこと。

➢ 一方で、１月～２月のJKMの価格は、20～14ドル/mmbtu （※）で推移しており事業者が織り込んだ
11月時点の想定より燃料費が低くなったこと。電力卸市場価格が下落し、調達金額に対する還元率が低く
なったこと。

⚫ 公募要綱に従えば、ｋＷｈ公募分の電力は20円/ｋＷｈで供出し約定することが望ましかった
ものの、提供期間中20円/ｋＷｈ以上のコマは３割程度であり、kWh提供事業者にとっては、
供出ができなかった際のペナルティを鑑みれば、 公募要綱通りの市場供出は困難であったと考えら
れる。

（※）参照元：エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）HP 天然ガス・LNG関連情報/月次レポート/天然ガス・LNG価格動向

第８章 契約条件
(7) 契約電力量未達時割戻料金
イ契約者の燃料未調達や調達不足、または契約者の設備トラブルや計画外の補修等、属地TSOの責とならない事由により、提供期間において、(略)追加供出実績電力量が、契約電力量に満
たないときには、ロにより契約電力量未達時割戻料金を算定し、(略)燃料等確保料金から差し引く、または属地TSOが支払いを受けるものといたします。
ロ契約電力量未達時割戻料金の算定式は以下のとおりといたします。
契約電力量未達時割戻料金＝ ( 契約電力量－追加供出実績電力量 ) ÷契約電力量×燃料等確保料金×1.1

（参考）ｋWｈ公募・募集要綱抜粋（ペナルティに関する部分）
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（参考）燃料価格の推移

出典：エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC） HP
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（参考）スポット市場のシステムプライスの推移
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２．まとめ②（今後の公募実施に向けて）

⚫ kWh公募の目的がウクライナ情勢等に起因する燃料不足リスクを回避するため社会的保険であ
ることを鑑みれば、燃料不足回避の観点から、供出期間中に無理に全量供出するのではなく、提
供事業者の経済合理的な判断などにより、事業者間における柔軟な協議等（※）を認めることと
してはどうか。（注）今後のkWh公募実施は未定。

（※）例：提供事業者の経済合理的な判断などにより、未供出分について一定水準でのTSO還元を保証した上で、供出期間
以降の供出は事業者が任意の最適なタイミングで行なうことを認める等。なお、事業者間の協議の結果については、監視委にて事
後確認を行うこととしたい。

⚫ また、今後kWh公募が実施される場合には、第79回制度設計専門会合で提示した下記の取り
組みを検討することが適当と考える。（注）今後のkWh公募実施は未定。

2022年11月25日
第79回制度設計専門会合 資料４
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参考：2021年度冬季以降の追加kW・kWh公募の精算結果

kW公募 kWh公募
2021年度冬
（東京）

2022年度夏
（北海道～九
州）

2022年度冬
東日本（※）

2022年度冬
西日本

2021年度冬
（北海道～九
州）

2022年度夏
（北海道～九
州）

2022年度冬
（北海道～九
州）

募集量 55万ｋW
（最大80万ｋW）

120万ｋW
（最大140万ｋ

W）

103万kW
（最大170万kW）

99万ｋW
（最大190万ｋW）

3億kWh 10億kWh 20億kWh

契約量 63.1万ｋW 135.7万ｋW 77.9万kW
（予定）

185.6万ｋW
（予定）

4.17億kWh 9.3億kWh 18.6億kWh

電源
最高単価

15，530円/ｋW 13，718円/ｋ
ｗ

30，696円/ｋW 25，557円/ｋW 37.61円/kWh 36.95円/kWh 58.11円/kWh

DR
最高単価

2，400円/ｋW 10，000円/ｋ

W

10，000円/ｋW 10，000円/ｋW ー ー ー

平均単価 14，400円/ｋW 7，761円/ｋW 25，972円/ｋW 6，810円/ｋW 35.88円/kWh 36.04円/kWh 53.23円/kWh

平均単価
マストラン除く

2，284円/ｋW 2，811円/ｋW 5，795円/ｋW 5，960円/ｋW ー ー ー

調達額 約89億円 約112億円
（※１）

202億円 126億円 約151億円 337億円 1,099億円

還元額 約34億円 約47億円 ー ー 約88億円 208億円 359億円

還元率 38％ 42％ ー ー 約58％ 62％ 33％

託送回収額 約55億円
（約8,800円/ｋW）

約65億円
（約4,800円/ｋ

W）

ー ー 約64億円
（約15円/kWh）

129億円
（約14円/kWｈ）

740億円
（約39.9円/kWh）

（※1）調整力活用分費用含む。ペナルティ分戻し控除後端数処理（四捨五入）。
（※2）未達分は、『一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方』に基づき調達される。

今回御報告

kW公募の託送回収費用
120億円

kWh公募の託送回収費用
933億円
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●2022年度夏季kWh公募

●2021年度冬季kWh公募

●2022年度冬季kWh公募

参考：市場供出方法に関する議論
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資源エネルギー庁
2022年9月 第53回電力・ガス基本政策小委員会 資料3-2

●2022年度冬季kWh公募 ●2022年度夏季kWh公募における募集量に関する議論

●2021年度冬季kWh公募

資源エネルギー庁
2022年4月 第48回電力・ガス基本政策小委員会 資料4－1

参考：募集量に関する議論
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参考：過年度のスポット売り入札量及び買い入札量の動き（1月4日～2月28日）
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資源エネルギー庁ＨＰ「発電用ＬＮＧの在庫状況」

夏季公募の実施決定
（10億kWh。LNG船２隻分約14万トン）

冬季公募の実施決定
（20億kWh。LNG船４隻約28万トン）

参考：発電用LNGの在庫推移


